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【論文要旨】
本稿は，1987年にオーストリア連邦共和国の首都ヴィーン市に設立された，劇場運営機関ヴ
ィーン劇場協会に着目し，公私双方の性質を併せ持つ同協会の文化営為がどのように形成・展開し
ていったのかを，ヴィーン市の文化政策という観点から描き出す試みである。
協会は，設立当初から2006年まで，効率的な文化営為を目指してヴィーン発ミュージカルの制
作を推進し，文化経済重視のヴィーン市もこれを支持していた。だが，市の方針が文化営為の非政
治化から文化振興の強化へ転換すると，2006年，協会の中心的な役割を果たしてきたテアーター
・アン・デア・ヴィーンはオペラハウスに転じ，さらにミュージカル制作の際，輸出ではなくヴ
ィーン市内での成功が重視されるようになった。つまり，増大する協会の財源として十分な公的助
成を得るべく，ハイリスクな国際市場よりも〈地産地消〉が目指されたのだ。
協会の運営における公私の割合は，その時々の国際的成功および市の文化政策に応じて絶えず変
化した。各劇場の文化史的価値，協会の経営状態，ヴィーン市の文化・経済戦略といった要素が複
合的に作用し，独特な文化営為を生み出すための枠組みが形作られたのである。
【キーワード】 ヴィーン劇場協会 Vereinigte B äuhnen Wien，文化営為学 Kulturbetriebslehre，文
化政策 Kulturpolitik，ヴィーン・ホールディング Wien Holding，テアーター・ア
ン・デア・ヴィーン Theater an der Wien
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. 問題設定とその背景
本稿は，1987年にオーストリア連邦共和国の首都ヴィーン市に設立された，劇場運営機関ヴ
ィーン劇場協会 Vereinigte B äuhnen Wien Ges.m.b.H に着目し，同協会が商業的な文化機関である
ばかりでなく，市の文化政策執行機関としての役割を担っている，ということを明らかにするもの
である。構成としては，まず本章でヴィーン劇場協会を扱った研究の現状について整理し，導入と
して2006年の同協会の構造改革を取り上げたのち，第 2 章以下，1945年から2017年までの間にお
ける同協会の運営の推移を時系列に沿って追う。そして最後に，ヴィーン劇場協会の文化営為が生
み出された枠組みを，文化政策という観点から考察する。
. ヴィーン劇場協会の概要と研究の現状
ヴィーン劇場協会は，ヴィーン市にある 4 つの劇場，テアーター・アン・デア・ヴィーン，ラ
イムントテアーター，ローナッハ，そしてカンマーオーパー（2012年に参入）を一括運営する有
限責任会社である。1987年に設立された同協会は，1992年に初演されたミュージカル『エリーザ
ベト』の世界的成功以来，ミュージカル作品をヴィーンで制作し，世界計21か国に輸出する，ミ
ュージカル制作会社として認識されてきた。だが2006年，同協会の中核となる劇場，テアーター
・アン・デア・ヴィーンがオペラハウスに転身して以来，いわゆる内需拡大を志向したミュージカ
ル公演の制作に移行しつつある。
いったいなぜ，ヴィーン劇場協会はこのような推移を辿ることになったのか。この問いに答える
には，まずこの協会の機構を理解する必要がある。なぜなら，同協会は独自のミュージカル作品を
オーストリア国外に盛んに輸出する制作会社として認知されていると同時に，ヴィーン市の所有す
る劇場の運営を委託され，市から高額な助成金を得ることなしには成り立たない，官民共同出資会
社だからである。運営については協会の芸術監督と経営支配人が裁量するが，助成の可否はヴィー
ン市議会の決議に委ねられている。さらに，経営支配人が政界からしばしば選出されもする。言う
なれば，ヴィーン劇場協会の運営方針に対して，ヴィーン市のその時々の文化政策的意向が多かれ
少なかれ影響を及ぼしているのである。
こうした実情は，これまでの学術研究ではほとんど顧みられていない。オーストリアの文化政策
を扱う先行研究の主眼は，主に連邦レベルでの動向にあり，1992年からのその推移を捉えたチュ
ムックの研究（Tschmuck 2008）や，法的観点から見た公務への影響を論じたバウムガルトナー
の研究（Baumgartner 2006）のほか，連邦劇場に代表される個別の事例を扱った研究も進んでい
る（Moser 1998Lukas 2009Vieten 2016）。ひるがえって，州レベルでの文化政策を扱う研究
となると，その対象は主に美術館・博物館であり，州立劇場の運営形態の変化はほとんど注目され
ていない。ヴィーン市（州）の文化政策となると，市の文化支出を扱った C・コンラートの報告
（Konrad 2010）や，2000年代の劇場改革を論じたパヤのディプローム［日本における修士論文相
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1 文化営為学（Kulturbetriebslehre）は1980年代後半にドイツ語圏で，文化経済学 Kultur äokonomie や文化マ
ネジメント学 Kulturmanagementlehre といった経営学の分野から発展した，分野横断的な学問領域であ
る。文化経済学や文化マネジメント学が文化の経営的側面に注目するのとは異なり，文化営為学では，既存
の学問領域を組み合わせた学際的な研究が求められる（Konrad 2011, S. 5Š）。
2 1983年以前，一作品あたりの公演期間は 1～2 か月程度だった。
当］（Paya 2010）がある程度である。日本語での研究はごく少なく，連邦と各州における文化振
興法に着目した小林（2004）の論考や，戦後からヴィーン市で毎年開催されている国際芸術祭，
ヴィーン芸術週間を扱った金山（2017）の修士論文程度しかない。
またヴィーン劇場協会を扱った主な先行研究ということでは，同協会の文化政策的側面が見落と
されている。具体的に言うと，協会成立以前の動きについては，文化経営学的観点からテアーター
・アン・デア・ヴィーンの運営を論じたマーダーの博士論文があるが（Mader 1986），それ以後
の状況を扱ったマズロの報道分析やグルーバーの上演史分析では，助成金に関する問題が取り上げ
られているのみである（Maslo 2000Gruber 2010）。
ある地域社会における文化的実践の実際的なあり方を理解しようとするならば，当該社会におけ
る政
・
治
・
的
・
な
・
意
・
義
・
づ
・
け
・
の
・
プロセスも，文化的実践を形作る要素のひとつとして斟酌すべきだろう。ツ
ェンビラスの定義に即して言うならば，「特定の文化財についての概念，制作（製作），分配，斡旋，
受容，保存，そして維持の，歴史的に発展した，社会的な組織形態」の総体を「文化営為」とみな
す観点が必要である1（Zembylas 2004, S. 13Š）。事実，近年では，政治研究の潮流のひとつとし
て，ヨーロッパの音楽劇と劇場のありようが，公的な文化振興と大衆に対する影響力，その双方の
観点から分析され始めている。同様のアプローチで，いわゆる「音楽の都」としてのイメージを伴
ったヴィーンの文化営為のひとつであるヴィーン劇場協会の動きを検討することは，同協会をその
実態により即して理解することにつながる。
. ヴィーン劇場協会の構造改革（）
さて，ヴィーン劇場協会の文化政策的な役割を論ずるには，史的推移とその推移の背景となった
要因の双方を理解する必要があるが，さしあたっては2006年の構造改革から記述を始めたい。と
いうのも，この改革はヴィーン劇場協会の文化政策的役割を再定義するものであり，2006年以前
と以後の同協会のあり方を考えるための物差しと判断されるためである。
1962年以降，協会の主軸劇場テアーター・アン・デア・ヴィーンは，ミュージカルを演目のひ
とつに採用してきたが，年を重ねるごとにその比重は大きくなり，1983年以降は，5 月から 8 月に
かけての 3 か月間を除き，専らミュージカル作品のロングラン公演を行っていた2。その意図は，
ひとえに新たな観客層の開拓と経営状況の改善にあったが，これに対して，劇場関係者，批評家，
そして政治家から絶え間なく非難の声があった。例えば，劇場テアーター・アン・デア・ヴィーン
が備えている質の高い音響性は，歌手の肉声，演奏家の生の音を用いるオペラやオペレッタの公演
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で不可欠なものだが，マイクを使用するミュージカル公演では十分に生かされないという苦言があ
った（Lang 2001, S. 150）。
こうした背景があって，テアーター・アン・デア・ヴィーンが開場200年周年を迎えた2001年，
同劇場からミュージカルを追放しようとする動きがにわかに高まった。反ミュージカル派には，当
時の国立歌劇場の総監督ホーレンダー Ioan Holender を筆頭に，オペラ界からは歌手のシュヴァル
ツコプフ Elisabeth Schwarzkopf やバルトリ Cecilia Bartoli，そして指揮者ムーティ Ricardo Muti
が，政界からは元文化参事のマルボー Peter Marboe（国民党，在任19962001）と文化国務長
官のモラク Franz Morak（国民党，在任20002007）が名を連ねた。これに呼応して，墺日刊紙
『クーリエ Kurier』の文化部記者エンドラー Franz Endler は，市発行の文化誌『スペックス Specs』
で，テアーター・アン・デア・ヴィーンの運営に対して，次のように断言している。
率直に言えば，［…］シカネーダーと［…］ベートーヴェン，そして［…］レハールの劇場
［であるテアーター・アン・デア・ヴィーン］で，オペレッタとオペラが技術的増幅なしに演
奏され歌われ，さらに［ヴィーン］芸術週間［の期間］と夏季だけでなく通年［で公演される］
ということは，私にとって至極当然のことだ。［…］それだけが，この珠玉の［劇場の］唯一
無二の正しい使用方法である（Specs 2001, S. 42）。
つまり，テアーター・アン・デア・ヴィーンが，1801年にジングシュピール［ドイツ語で書か
れた民衆向け音楽劇］『魔笛』の作者兼興行主として知られるシカネーダーのもとで開場し，そこ
で19世紀初めにはベートーヴェンが住み込んでオペラ『フィデリオ』を作曲し，20世紀初頭には
レハールが『陽気な未亡人』をはじめ，数々のオペレッタを初演したという由緒正しさに則って，
同劇場では今日，ミュージカルではなくオペラとオペレッタが上演されなければならない，という
ことだ。
そして間もなく，エンドラーのこの発言を肯定するように，テアーター・アン・デア・ヴィーン
の開場200周年記念コンサートでは，ベートーヴェンとシュトラウス 2 世の作品が演奏され（OTS
2001），翌2002年になると，同劇場がオペラハウスとなることが公表された。2006/07年シーズン
は『魔笛』とともに始まり，ヴィーン劇場協会の芸術監督を含む制作部は，オペラ部門とミュージ
カル部門に分けられ，さらに，ミュージカル部門に関連するオフィスおよびアーカイヴがローナッ
ハに移転した（図 1 参照）。これ以降，同協会によるミュージカル公演は，テアーター・アン・デ
ア・ヴィーンではなく，ライムントテアーターとローナッハで催されることとなった。
ヴィーン劇場協会のこの新体制への移行に関して見過ごせないのは，これがモーツァルト生誕
250周年と関連付けられるとともに，市の最重要の文化政策のひとつとして位置付けられていたこ
とである。2006年，当時の市文化参事マイラート＝ポコルニー Andreas Mailath-Pokorny（社民
党，在任20012018）は，市から毎年発行される『芸術文化報告書』の序文で，ヴィーンで著名
―  ―
図 ヴィーン劇場協会の組織形態（Gruber 2010, S. 13に加筆）
3「至福者の島（Die Inseln der Seligen）」という言葉自体はギリシア神話に端を発する。オーストリアとの関
連では，1971年，当時のローマ法王パウル 6 世がオーストリアを同じ言葉で形容し，追って当時の墺首相ク
ライスキー Bruno Kreisky（社民党）が新政権の社会民主主義的側面を標榜する際に用いた。
4 18～19世紀のテアーター・アン・デア・ヴィーンによる公演の社会的・文化史的位置づけについては，同劇
場劇場監督クリンゲンベック Fritz Klingenbeck（在任19621965）による劇場史記述，およびミュラーの
ディプロームに詳しい（Klingenbeck 1963M äuller 1992）。
な音楽（祭）マネージャーであるランデスマン Hans Landesmann の，「芸術家にとって，とりわ
け音楽家にとって，ヴィーンは至福者の島3 だ」という一節を引きつつ，同協会の改革を次のよう
に意義づけている。すなわち，テアーター・アン・デア・ヴィーンのオペラハウス化は，「専門家
と政治家双方からの幅広い同意を得」て進められた，「文化政策的偉業，ヴィーンの音楽生活への
重要な成果」だというものだ（Magistrat der Stadt Wien 2006, S. 7）。
上記一連の出来事を踏まえて，以下，ヴィーン劇場協会の文化政策的役割を追究するが，注目す
べきことは次の 2 点だ。すなわち，（1）テアーター・アン・デア・ヴィーンのオペラハウス化の
理由づけと，（2）ミュージカルの位置づけの変化である。次章から詳しく見ていくが，ここで要
点をまとめておこう。
まず，テアーター・アン・デア・ヴィーンのオペラハウス化の理由として挙げられている「由緒
正しさ」だが，同劇場の主演目がジングシュピールからオペラ，さらにオペレッタへと移り変わる
間，これらのジャンルは，現在のように「真面目な」芸術とみなされるどころか，庶民向けの娯楽
として位置づけられていた4。その一方で，リンクシュトラーセ［旧市街を囲んでいた城壁の撤去
後に造られた環状道路］の外側に位置している同劇場が「真面目な」オペラハウスとしての役割を
期待された要因は，むしろ第二次世界大戦の終結直後，連邦の所有する国立歌劇場の代替地として
使用されたという，比較的新しい実績にある。くわえて，連邦で1999年に成立した国民党政権が
ヴィーン・ホールディング
ヴィーン劇場協会
ミュージカル部門 オペラ部門
ライムント
テアーター ローナッハ
テアーター・ I カンマー
アン・デア・ヴィーン オーパー
VBWインターナショナル
(2009年、文化マネジメント・
イベント企画から改称）
ヴィーン・チケット
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5 背景には，文化事業のもたらす経済的効果による国の復興という目的だけでなく，ナチス・ドイツによる
オーストリア併合期（19381945）から脱却し，自国家意識を取り戻すという意図もあった（Bruckm äuller
1996, S. 61Š）。ただし，連邦憲法には芸術および文化に関する明確な権限の所属に関する規定はおろか，
「文化」という文言すら明記されていない。そのため「文化」の意味するところは各州憲法および個々の文
化営為においてその都度解釈される。
文化振興策を縮小したことを受け，社民党の影響力の強いヴィーン市が連邦への対抗を図り始めた
という構図もあった。すなわち，市は連邦に対抗して文化振興を強調し，なかでも運営・維持費が
高額なオペラハウスの始動を支持したのだった。
次に，ヴィーン劇場協会とヴィーン市，双方におけるミュージカルの位置づけに注目すると，同
協会の設立（1987）当初から2006年まで，ミュージカルが次の 2 つの意義を有していたことが見
て取れる。すなわち，第一に同協会の運営する三劇場の経営を安定させ，第二に国際市場に参入す
ることで市の観光業に間接的な収益をもたらすという意義である。だから，なるほど，上記の一連
の反ミュージカル的な流れをみると，ミュージカルはつねにヴィーンで忌避されていたように見え
るが，実際のところ，ミュージカルの制作と上演は，ヴィーン劇場協会の使命として市政に認めら
れてきたのである。そのような事情があって，前出のマイラート＝ポコルニーはヴィーン劇場協会
の構造改革を公表する際，ミュージカル作品の興行を完全に排するのではなく，「ヴィーンはオペ
ラとミュージカルの都であり続ける」（Der Standard, 24.05.2002）と明言したのだった。
以上のような流れを確認したうえでさらに問うべきは，ではいったい，いかなる実際的な要請の
もとにヴィーン劇場協会は設立され，そして同協会の2006年以後の変化がどのような要因によっ
て引き起こされ，またどのような結果を生んだのか，ということである。次章では，いったん第二
次世界大戦終結直後まで時間をさかのぼり，同協会の前身となった 3 つの劇場それぞれの役割を
追うとともに，これらの劇場とヴィーン市の文化政策との関係を整理したい。
. 戦後ヴィーンと文化政策（s）
. 〈音楽の都ヴィーン〉の再建
第二次世界大戦後，オーストリアが完全な主権国家として認められたのは1955年のことだが，
〈文化国家〉としての再建は，大戦終結直後の連合軍の占領下で始まった。首相フィーグル
Leopold Figl（国民党）は1945年の政府声明で以下のように述べている。
私たちの新たなるオーストリアは小さな国家であるが，あの大いなる伝統を―とりわけ文化
的伝統を―ヨーロッパの中心における平和の守護者として，忠実に守らなければならない
（Gottschlich, et al. 1989, S. 100）。
ここで強調されているのは，いわゆるハプスブルク帝国から今日までの文化的連続性である5。
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6 1920年に始まったザルツブルク芸術祭も「文化国家オーストリア」を代表する事業に数えられるが，同祭に
比べて，ヴィーンは西欧の音楽文化を牽引した「比類なき文化の中心地」として，特に18～19世紀にかけて
の「ヴィーン古典派」とともにその文化史的価値が強調されがちである（Stachel 2008, S. 90f）。
7 両劇場は，帝国期に宮廷劇場として設立され，第一共和国になると国有財産として継承され，第二共和国で
連邦劇場と改称された。今日では両劇場に加え，フォルクスオーパーと，ブルク劇場に属するアカデミーテ
アーターおよびダス・カズィノ・アム・シュヴァルツェンベルクプラッツ，計 5 つのヴィーン市内の劇場が
連邦劇場として認められている。
8 当時，ザルツブルク州立劇場芸術監督だったクリンゲンベックが芸術面を，ヴィーン市上級参事ヤンコ Karl
Janko が経営面を，それぞれ任された。
そして，1918年に解体した帝国から第一共和国（19181933）に受け継がれ，現体制の第二共和国
（1945）で再び権威づけられた「文化的伝統」を軸に，オーストリアの国家的アイデンティティ
は形成・維持されることとなった。1992年当時の文化相ショルテン Rudolf Scholten（社民党）の
言葉で言い換えれば，「自国が第一級の文化国家であり，かつそのアイデンティティの大部分が，
今日の芸術家による活動，および我々の国の文化的遺産の維持から成り立っている」という前提だ
（BUKK 1992, S. I）。
第二共和国のこのようなアイデンティティ戦略の要地に位置づけられたのが，首都ヴィーンであ
る6。つまり，第一共和国で標榜された「音楽の都」のイメージを再び前面に出すことで，オース
トリア国内に対しては「文化的再興」を示すとともに，国外に対しては，政治的かつ経済的に支援
する価値のある「新たな」オーストリアをアピールし，魅力的な観光地として宣伝することが意図
されたのだった（Nußbaumer 2007, S. 10）。具体例としては，連合軍占領下のヴィーンでの，
1945年のヴィーン・フィルハーモニー管弦楽団による演奏会や，国有の連邦劇場（国立歌劇場お
よびブルク劇場7）による臨時公演，1951年に再開されたヴィーン芸術週間がある。ただし，これ
らの公演は，戦禍を被った連邦劇場の代わりに，テアーター・アン・デア・ヴィーン，ローナッ
ハ，そしてフォルクスオーパーで催された。つまり，1955年に連邦劇場が再開場されるまでの
間，これらの代替劇場がオーストリアの文化アイデンティティを実質的に担っていたのである。
. 各劇場の位置づけ
なかでもテアーター・アン・デア・ヴィーンとフォルクスオーパーでは，もっとも権威的な国立
歌劇場の代替地として用いられたことをきっかけに，負うべき責務が刷新された。フォルクスオー
パーは，フランツ・ヨーゼフ 1 世の在位50周年を記念して建てられた劇場と再認識され，連邦劇
場のひとつになった。他方，テアーター・アン・デア・ヴィーンは，1960年にヴィーン市の所有
となり，2 年後には私法上の経営有限会社とされた。その目的は，第一にヴィーン芸術週間の開催
地として，第二に夏季のオペレッタ公演の運営機関として機能させることにあり，追って，当時の
文部省からの要望を受け，連邦劇場の客演という使命が加わった（Klingenbeck 1963, S. 72Š）。
これらの使命は職務規定に明記され，2 名の経営者8 と監査役会によって順守された。ただし実際
―  ―
9 Dringlichkeitsantrag der Gemeinder äate Dr. Viktor Matejka und Genossen, Sitzung des Gemeinderates der
Stadt Wien, 7.3.1952, MAbt. 350 (＝MA7), A622, WSTLA. ただし本提言は棄却された。
のところ，連邦劇場公演はテアーター・アン・デア・ヴィーンの高額な劇場使用料が理由で実現せ
ず，代わりに，経営状態の向上を目的として，観客の動員が見込めるミュージカル公演が招聘され
たのだった。
このように，フォルクスオーパーには連邦劇場としての役割が期待される一方，テアーター・ア
ン・デア・ヴィーンはフェスティバルや夏季公演の期間にのみ，中心的な役割を負い，その役割分
担は両劇場の公演内容にも反映された。事実，両劇場はオーストリアで最も早くにミュージカルを
上演し始めたものの，フォルクスオーパーは数年もたたずにミュージカル公演をいったん取り止め
ざるを得なかった。背景には，ミュージカル推進派だったプラーヴィ Marcel Prawy の急死のほか
に，当時のヴィーン市によるハイ・カルチャー重視の―裏を返せば，輸入文化を排除するような
―文化政策の方針があった。例えば1952年に市に提出された緊急提言のなかで，ヴィーン市文
化・国民教育参事を務めたマテイカ Viktor Matejka（共産党，在任19541949）は，アメリカで
制作された映画に関連して，以下のような批判をしている。
ヴィーン市議会は次のことが必要不可欠だと考える。すなわち，きっぱりとした，目的意識の
明確な行動において，［…］アメリカナイズされた文化の退廃的な現れに対抗すること，それ
に対抗する闘いを住民に呼びかけること，またそのようにして，ヨーロッパの文化都市のひと
つであるヴィーン市の声を力づけることだ9。
そして，外来文化に対抗しようとする政治的動向の中で，フォルクスオーパーは，国立歌劇場と
の連携を重視してミュージカルを他のジャンルの添え物に留めた。これに対して，テアーター・ア
ン・デア・ヴィーンは，連邦劇場のように恒常的な役割を負うことがなかったために，経営を改善
すべく，フェスティバルの期間外でミュージカルを積極的に公演することができた。さらに1965
年以後はベルリーンで活躍していたクッチェラ Rolf Kutschera を新たな芸術監督として招き入
れ，フェスティバル劇場としての役目を果たす傍ら，ミュージカル劇場として活動を展開していっ
た。
一方，戦後，上記のような劇的な変化をせず，戦前からの方針を維持した大劇場もある。例え
ば，ローナッハはブルク劇場の代替地として演劇公演を行ったのち，ヴァリエテ［大衆向けのバラ
エティー・ショー］向けの劇場に復帰した（1960年，経営不振のためにオーストリア放送協会が
買収）。あるいは，ライムントテアーターは大戦終結直後から興行を再開し，主にオペレッタ公演
を行った。
以上のように，1945年から1960年代までの間のヴィーンでは，戦災から復興するために，大劇
―  ―
10 設立日は1986年12月だが，一般的な表記は1987年とする場合が多いので，本稿もこれに倣った。
11 ただし協会の所有権については，97.34がヴィーナー・ホールディングの，残りが個人 2 名の所有となっ
た。この点で，100国有を維持しながら運営のみを外部委託した連邦劇場とは異なった組織構造だという
ことがわかる。また，同様の構造はニーダーエーステライヒ州文化経済社（1999）にもみられる。
場が文化的伝統というキーワードのもとで運営された。核となったのは，帝国の遺産としての連邦
劇場であり，実際の上演場所となったテアーター・アン・デア・ヴィーンは，従来の，娯楽重視の
劇場という位置付けから，部分的にのみ，伝統を負った文化的要地という意義を負った。そして連
邦劇場のひとつとなったフォルクスオーパーとは異なり，フェスティバル劇場に位置付けられたテ
アーター・アン・デア・ヴィーンの場合，公演内容の選定には，相当の自由が与えられた。他方，
ライムントテアーターとローナッハは，戦前の運営方針を復活させた。つまり，この時点では，ヴ
ィーン劇場協会に属する 3 つの劇場，すなわちテアーター・アン・デア・ヴィーン，ライムント
テアーター，ローナッハは，異なる運営方針のもと，まったく別個に運営されていたのである。
. 文化営為の効率化とヴィーン劇場協会（）
. ヴィーン劇場協会の設立
1970年代に入ると，国会で第一党の座を戦後25年間にわたって占めてきた国民党が第二党とな
り，新たに第一党となった社会党（1991年に社民党に改称）の単独政権によって諸改革が推進さ
れた。そしてその際，いわゆる「芸術の自由」が唱えられ，幅広い分野の文化・芸術が振興される
と同時に，公的助成の決定プロセスの透明化および専門化も目指された。ただし意図されていた大
規模な文化政策が実現されることはなく，1973年の第一次石油危機以降は自由主義化が進んだ。
このような流れの中で，ヴィーン市は，公的助成を一括管理して効率化すべく，1974年にヴ
ィーン持株管理会社 Wiener Allgemeine Beteiligungs- und Verwaltungsgesellschaft m.b.H. を設立
した。テアーター・アン・デア・ヴィーンや市立会館
シュタッドハレ
をはじめ，市が50以上の株を所有してい
た31の企業を傘下に収め，公経済と私経済，双方の視点を組み合わせて運営することが同社の狙
いだった（Stadtrechnungshof Wien 2015, S. 33）。
ヴィーン持株管理会社は1984年に「ヴィーナー・ホールディング Wiener Holding」と改称，そ
してこのホールディングのもと，1987年10 に設立されたのがヴィーン劇場協会である11。協会のト
ップには，当時のテアーター・アン・デア・ヴィーン芸術監督ヴェック Peter Weck と同劇場経営
監督ホイスラー Franz H äaußler が起用され，テアーター・アン・デア・ヴィーン，ライムントテ
アーター，ローナッハという 3 つの劇場の一元的な運営がここに始まった。
ヴィーン劇場協会の最初の目標は，上記 3 か所の「歴史的価値の高い」劇場の経営状況を以下 3
つの手段によって改善することにあった。すなわち，（1）自己補填率 Eigendeckungsgrad の増加，
（2）米ブロードウェイと英ウエストエンドに続く第三の「ミュージカルの中心地」としてのヴィー
ンの地位の強化，そして（3）主催公演および国外輸出の強化である（Rechnungshof 2001, S. 29）。
―  ―
12 1994年 2 月16日に行われた，ヴィーン劇場協会による記者会見の参考資料（Reim-Bruckm äuller 1994より再
引用）。
13 1994年 2 月16日のヴィーン劇場協会による記者会見では，同じ1993年の，ベルリーンのミュージカル劇
場，テアーター・デス・ヴェステンスの自己補填率は32.7であることを引き合いに出している（ただし劇
場の運営形態は異なり，自己補填率の算出方法も精査の余地がある）。また2000年代の連邦劇場の自己補填
率は40に満たない。
14 例えば，1983～1990年にロングラン公演された『キャッツ』では，市観光局とテアーター・アン・デア・ヴ
ィーンが連携した。
15 1997年 2 月28日の市広報による発表の内容に基づく。またこの関連では，2006年に市が提出した報告書
『ヴィーンにおける「クリエイティブ産業」 の経済的潜在性の調査』で，注目すべきコンテンツのひとつと
してヴィーン劇場協会によるミュージカルの輸出を取り上げていることが目を引く（Ratzenb äock, et al.
2004, S. 183Š）。なお，オーストリアでクリエイティブ産業という概念が明示されるのは，2003年の『第一
回オーストリア・クリエイティブ産業報告書』（KMU Forschung Austria）を端緒とする。
これらの目標は比較的早くに達成された。オリジナルミュージカル『エリーザベト Elisabeth』
初演（1992）の翌年，協会は，設立以来，初めて損失補填金なしでの経営に成功した12。設立以後
50前後だった自己補填率も58.54へ向上し13，追って1996年，日本とハンガリーへの『エリー
ザベト』輸出が成功，以後制作されたミュージカル作品も順次輸出された。
ヴィーン劇場協会の当座の運営方針は，当時のヴィーン市政府の，市内の文化産業の拡大および
国際化を目指すという思惑と一致していた。事実，1995年，ヴィーンを代表する輸出可能な（文
化）産業を振興すべく，ヴィーン商工会議所が〈ヴィーン・プロダクツ Wien Products〉を設立し，
1997年，ヴィーン劇場協会がこれに加わった。同協会が市の広告塔だという認識はこの時点で広
く共有され14，協会には改めて，今後も継続して市の観光業を支えるべく，国際市場におけるヴ
ィーン発ミュージカルのいっそうの地位向上が求められた15。1998年には，三年契約制
（Dreijahresvertr äage）が成立し，向こう 3 年間の助成額を市と各劇場（または公演運営機関）が取
り決めできるようになり，ヴィーン劇場協会は，長期的な経営の見通しを立てられるようになった。
このように順調な経営状況に鑑みて，ヴィーン劇場協会の私営化という案が持ち上がったのは，
ごく当然の成り行きだった。具体的には，劇場管理部門とミュージカル制作・運営部門，この両者
を切り離し，前者を市の財源で賄い，後者を完全な私企業として独立させるという案だった。だ
が，両部門を完全に切り分けることは実質的に不可能で（id., S. 32），最終的に，ヴィーン劇場協
会は「公的任務と密接に結びついた企業」（Wien Holding 2012, S. 21）のひとつと位置付けられ
た。これで公的財源はひとまず確保され，ミュージカル部門を分離させるという構想は，その後，
2006年の協会の構造改革へと結びつくこととなる。
. 連邦劇場とヴィーン劇場協会
ところで，市におけるヴィーン劇場協会の位置づけをめぐって，上記一連の出来事が落ち着いた
1999年，連邦は緊縮財政の一環として，これまで公法上の公企業として直営してきた連邦劇場
―  ―
16 2000年の時点で，連邦劇場が総従業員数2088名と国内最大で，ヴィーン劇場協会が610名で第二位だった
（KMU Forschung Austria 2003, S. 32より再引用）。
17 この種の〈ヴィーン化〉で連想されるのは，ヴィーナー・オペレッタである。オペレッタは19世紀半ばにパ
リからヴィーンに輸入され，ヴィーン民衆劇の流れと合流して世界的なジャンルに発展した。事実，テアー
ター・アン・デア・ヴィーン元芸術監督のクッチェラは，ヴィーナー・オペレッタに続くミュージカルのヴ
ィーン化を目指していた（Kutschera 1983, S. 17）。
を，私法上の株式会社に改めた。その狙いは，連邦劇場の運営機関を私営化することによって，劇
場の実態により即した形で効率的な経営を行うことにあった（Springer & Othmar 2006, S. 568Š）。
連邦劇場とヴィーン劇場協会はそれぞれ，設立当初から今日まで，複数の劇場の一括管理を請け
負った，オーストリア国内で最も大規模なホールディングである16。連邦劇場の場合，建造物は連
邦が100所有し，公的財源と運営方針は，連邦劇場組織法（1998年制定）によって厳密に規定さ
れる。第一の義務は，連邦劇場全体および劇場毎に定められた文化政策的使命を遂行すること，す
なわち，「オーストリア共和国の代表的な劇場」として，「オーストリアの文化生活において主導的
な役割を果たす」ことである（BGBI. I Nr. 108/1998）。要するに，連邦劇場は，公企業でなくな
ったあとも，連邦からの確固たる経済的サポートを受け，文化政策遂行機関として機能しなければ
ならない。
他方，ヴィーン劇場協会は，市立企業ヴィーナー・ホールディングと個人が所有し，ヴィーン市
議会の意向を実質的に汲むが，法的にはヴィーン市の興行法 Veranstaltungsgesetsz（1971年制定）
にのみ制限される。連邦劇場とは異なり，その使命は，特定の法によってではなく，市議会の意向
を受けた経営陣の差配によって，その都度決定される。設立当初の役割は，文化史的価値そのもの
を強化するのではなく，むしろ劇場に息づく伝統を，ヴィーンの新たな文化経済的価値の創出に活
かすことにあった。例えば，1999年にテアーター・アン・デア・ヴィーンで初演されたミュージ
カル『モーツァルト Mozart!』の公演プログラムで，ヴィーン劇場協会芸術監督のクラウスニ
ッツァー Rudi Klausnitzer は，協会の主眼を次のように説明している。
『モーツァルト』は，近年，我々の劇場が一丸となって歩んできた，極めて独特な路線の延
長線上にある。そこでは，音楽劇の，新しくかつ非常に特別な中央ヨーロッパ的なあり方が
生み出された。演劇，オペラ，そしてミュージカルの混交，〈E［rnst，「真面目」の意］〉と
〈U［nterhaltung，「娯楽」の意］〉の接合だ（VBW 1999, S. I）。
言い換えれば，ヴィーン劇場協会が目指していたのは，中央ヨーロッパの旧支配者たるハプスブル
ク帝国の後継として，協会傘下の劇場で過去に上演されてきた多様なジャンルを現代風に編み合わ
せ，「ミュージカル」と銘打って世界に輸出することだった17。
以上のように，1970年から2000年までの間，ヴィーンでは，市場的価値の重視という流れの中
―  ―
18 ヴィーン・ホールディングの総支配人に就任したハンケ Peter Hanke（社民党，在任20022018，2018年
以後は市経済参事）の発言（Die Presse, 6.9.2016）。
19 ドゥロズダは，内閣官房参与（19931998）およびブルク劇場経営監督（19982008年）を務め，ヴィーン
劇場協会総監督（20082016）を辞任したのち，ケルン政権（20162017）の文化相を任された。
で，市立企業の運営が徐々に効率化されていった。そしてこの流れに伴って，ミュージカルの制作
・上演・輸出機関としてヴィーン劇場協会が誕生した。対照的なことに，同時期に私営化された連
邦劇場が，国営でなくなってもなお，もっぱら連邦の文化政策執行機関として機能した一方で，ヴ
ィーン劇場協会は，1960年代に強化された文化的伝統を輸出利益の追求に利用することで，自立
した経営を目指した。協会のこのようなあり方は，結果的に市の雇用創出と観光業の活性化に寄与
し，文化経済的価値の創出および強化を狙うヴィーン市の文化経済戦略と通底した。ゆえにヴィー
ン劇場協会は，市の重要な文化産業のひとつとして認められるに至ったと言える。ただし，ヴィー
ン市における文化営為の非政治化を推進していた市文化参事マルボーが市政を去ると，協会は新た
な立ち位置を模索することになった。
. 文化政策の新たな意義づけ―公と私の狭間で（）
. ヴィーン劇場協会の再政治化
その後，2006年に実施されたヴィーン劇場協会の構造改革については，本稿の冒頭で触れた通
りである。ここで，前章に記した流れから2006年に至るまでの経緯を，ヴィーンの市政の転換と
ともに整理したい。
2001年，マイラート＝ポコルニー（社民党）が新たなヴィーン市文化参事に就任すると，文化
営為の非政治化と自立化というこれまで推進されてきた方針は改められ，手厚い文化振興と再
・
政
・
治
・
化
・
が進められた。連邦政府で国民党と自由党の連立政権（20002007）が文化予算を引き締めたの
に対して，ヴィーン市政府は，「連邦の政治が手を引いてしまったあとの経済的な穴を埋めるべく，
手を尽くす」（Magistrat der Stadt Wien 2002, S. 10）ことを宣言した。
この関連で重要なのは，2002年のヴィーナー・ホールディングの再編である。以後，同ホール
ディングは「ヴィーン・ホールディング Wien Holding」と改称し，1990年代までに売却していた
旧子会社の多くを買い戻し，計75の企業を傘下に収めた。市の新たな役目は，単に経済活動を活
性化させるのではなく，より広義の意味での市の発展のために，資金あるいはノウハウの提供を通
じて，企業の成長を支えることにあった18。むろん，市の経済的な成長も重要ではあったが，以後
は市による積極的な文化振興を通じて，「ヨーロッパの中枢にある文化の中心地としてのヴィーン
を継続的に強化する」（Id., S. 7）ことに重きが置かれた。この文脈で，テアーター・アン・デア
・ヴィーンのオペラハウス化が，市の文化政策における最重要事項のひとつとして数えられたので
ある。さらに2008年，社民党のドゥロズダ Thomas Drozda19 がヴィーン劇場協会総監督に就任し
たことにより，協会はいっそう文化政策的要地として位置づけられることになった。
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20 テアーター・アン・デア・ヴィーンおよびローナッハの改装のための追加助成を含む。
21 2014年12月19日の第61回ヴィーン市議会議事録より引用（S. 13）。
22 Ibid.
23 ヴィーンを訪れる観光客の目的調査（2010年）の音楽・文化部門では，「オペラ」（8.8），「美術館・博物
館・展覧会（不特定）」（8.4）に次いで，「ミュージカル」が第三位（4.2）を占めた （WienTourismus
2010, S. 4）。
人事面のみならず予算面においても，ヴィーン劇場協会は市政にとって大きな意味を有していた。
2009年，協会への助成額は約4500万ユーロ20 で，文化予算全体の約21にまで及んた。事実，高
額な助成額をめぐって，市議会では毎年議論が交わされた。市文化参事マイラート＝ポコルニーは，
2014年，ヴィーン劇場協会への助成の必要性について，以下のように発言し，理解を求めている。
ヴィーン劇場協会には当然，文化政策的な使命もある。［…］内容から見て，テーマ設定や具
体的なテーマのいろいろに関して，可能な局面，有意義と思われる局面で，地域とのできる限
り強い関係も築く，ということがそれだ21。
さらに，マイラート＝ポコルニーは続けて，「内容を予め定めたり，干渉したりすることが文化政
策家の本分ではない」としつつも，「助成者の思い描く文化政策的前提が［実際に］定められるの
であり，その前提は実際にあるし，将来もあるだろう」と述べている22。言い換えれば，助成者で
あるヴィーン市の文化政策的意向が，被助成者であるヴィーン劇場協会の文化活動に反映されるこ
とが望ましいという理解が，市文化参事会にはあった。
上記の理解は，市の連立政権のパートナーである緑の党にも共有されていた。同党はそれまで，
ヴィーン劇場協会を「巨大なブラックホール」と揶揄し，助成金の差し止めを過去数年求め続けて
いたが，2010年，社民党と連立を組むとその方針を改めた。2014年，緑の党文化広報官ヴェル
ナー＝ロボ Klaus Werner-Lobo の発言によれば，「文化政策的課題は，ヴィーン劇場協会を，地元
の芸術的資源を取り入れた，時代に即した音楽劇場として位置づけること」であり，その念頭に
は，外国から版権を獲得した商業的なプロダクションではなく，地元の芸術家を起用したミュージ
カル公演があった（Der Standard, 29.10.2014）。つまり，ミュージカルが今日，オペラと美術館に
次ぐ，ヴィーン市を代表する文化事業であることを認め23，そのうえで，ヴィーン市の文化営為を
活性化するために，輸出を通じた遠回しの還元ではなく，市に対する直接的なリターンを重視すべ
きとする立場である。
文化政策面でのこのような市当局の見解は，ヴィーン劇場協会の運営に反映された。2014年10
月29日の記者会見で発表された向こう 3 年間の上演計画において，ミュージカル公演の新コンセ
プトとして「オーストリアへのフォーカス」，「よりバラエティに富んだ公演スケジュール」という
標語が掲げられるとともに，2 本の新作として『シカネーダー Schikaneder』（2016年初演）と『ア
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24 ヴィーン劇場協会総監督のパタイ Franz Patay による発言（Kurier, 26.06.2017）。
25 公演プログラムのキャスト紹介を参照。
26 実際には，外国のプロダクションである『メリー・ポピンズ』（20142015）および『エヴィータ』の公演が
延長された一方で，国産の『モーツァルト』（20152016）の公演期間が短縮され，代わりに，これも輸入
物である『まだ見ぬニューヨーク Ich war noch niemals in New York』のドイツからの引っ越し公演が行われ
た（VBW 2017）。また『シカネーダー』が期待以上の成果を挙げられなかった一方で，『アイ・アム・フロ
ム・オーストリア』は好評を博し，公演期間が延長された。
27 2013年，ヴィーンを舞台にした同名の映画を題材にした『第三の男』の制作が，2015年には，ヴェネツィア
出身でヴィーンにも滞在した同名の作家を表題および題材にした『カサノヴァ』の制作が，それぞれ発表さ
れた。
28 ドイツの公立劇場と〈地産地消〉の関係については，藤野（2017）を参考にした。
イ・アム・フロム・オーストリア I am from Austria』（2017年初演）が紹介された（VBW 2014）。
『シカネーダー』は，テアーター・アン・デア・ヴィーンになじみの深い『魔笛』（1791年，アウ
フ・デア・ヴィーデン劇場で初演）の作者・出演者・興行主であるシカネーダー Emanuel Schick-
aneder とその妻エレオノーレという，「［ヴィーン人か，あるいはヴィーンの歴史に精通した観客
でなければ］その名前が意味するところに見当もつかない｣24 ような歴史的人物について，18世紀
の音楽劇風に描いた内容であった。一方，『アイ・アム・フロム・オーストリア』はオーストリア
の国民的歌手フェンドリッヒ Rainhard Fendrich の楽曲を用いたジュークボックス・ミュージカル
で，多くの場面で標準ドイツ語ではなくヴィーナリッシュ［ヴィーンで使用される地域言語］が使
用され，主要な登場人物はイタリア人役の俳優を除いて全員オーストリア人が演じ，アンサンブル
も 8 割弱がオーストリア出身か，または国内で学んだ俳優で構成された25。
計画では，2015年秋から2017年夏まで，上記 2 作に再演版『モーツァルト』を加えた 3 本の
ヴィーン発ミュージカルをローナッハ劇場で，そしてヴィーン版『エヴィータ』の新演出をライム
ントテアーターで，それぞれ上演する予定だった26。つまり端的に言えば，これらの公演はそれま
でヴィーン劇場協会が目指してきた国際市場ではなく，むしろオーストリア国内の，もっと言え
ば，ヴィーン市内に向けた公演だった27。これは劇場運営の〈地産地消〉とさえ言えるものだった。
. 文化営為の〈地産地消〉
では，ヴィーン劇場協会が海外市場の開拓から〈地産地消〉へと舵を切ったからは，どのような
意義が読み取れるのか。それを考察する前に，劇場運営と〈地産地消〉の関係について，少し整理
しておこう。
ドイツ語圏における一般的な公立劇場は，〈地産地消〉と不可分の関係にある28。例えば，隣国
ドイツの公立劇場の場合，劇場独自の制作部や，アンサンブルと呼ばれる劇場専属の俳優/歌手/ダ
ンサー/演奏家を有し，年間を通じて複数の演目を日替わり公演するレパートリーシステムが採用
されている。そのために人件費が莫大になる傾向があるが，劇場はこれを公的助成で賄い，その財
源となる税を納める地域住民には公演を通じて還元する。つまり，地域経済を循環させ，かつ文化
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29 投資家からの支援を受けたミュージカル制作がアメリカでは一般的だが，公的助成がまったくないわけでは
なく，例えば2006年には，全米芸術基金 National Endowment for the Arts から劇場全体に870万米ドルが助
成されている（NY Times, 18.03.2007, 当時のレートで約690万ユーロ）。しかし，これに対して，2008年の
ヴィーン劇場協会（当時は三劇場を運営）に対するヴィーン市の助成額は約4000万ユーロであり，差は歴然
としている。
30 ドイツ支社長モック＝オーハラ Johannes Mock-O'Hara の発言（Tagesspiegel, 6.8.2013）。また，異なる作品
が異なる地域で同時多発的に上演されるため，黒字の劇場で赤字の劇場の分が補填される。
31 例えば，2015年の独初演以来，ハンブルクでロングラン公演を行っている『アラジン』では，チケットの価
格帯が約50～132ユーロで，最低価格が約90ユーロになることもある（Musical1, 26.11.2015）。米ブロード
ウェイのチケット価格は，公演の人気度に応じて高騰する。他方，公立劇場およびヴィーン劇場協会による
公演の最低価格は 5～10ユーロと敷居が低い。ただし，助成の有無のみが価格を左右するのではなく，例え
ば英ウエストエンドのミュージカル公演では，制作・運営費用の規模の違いからチケットの価格が比較的安
価となることがある（NPR, 30.7.2014）。
32 好調の場合は公演が延長され，契約も更新される。
的土壌を養うという明確な目的意識のもとに，文化営為が営まれているのである。ドイツは，世界
中のアンサンブル付き常設劇場の過半数が集中していることで知られるが（Deutscher B äuhnen-
verein 2015, S. 259），このようなシステムがあるために，たとえ制作費の嵩むオペラの公演であ
っても，公立劇場におけるチケットの価格設定が比較的安価に抑えられるが，採算性は半分以下に
留まる。例えば，2009年シーズンにおけるドイツの各市立歌劇場の採算率をみると，最も効率良
く経営しているのがドレスデン・ゼンパーオーパー（43）で，追ってバイエルン国立歌劇場
（38），ハンブルク州立歌劇場（28）と続く（Mertens 2010, S. 76）。オーストリアの公立劇場
のシステムも同様だ。連邦劇場を例に挙げると，市から受けている助成額の110～115の人件費
が毎年発生しており（Rechnungshof 2014, S. 39），2011/12年シーズンの採算率を見ると，ヴィー
ン国立歌劇場が42，フォルクスオーパーが25，ブルク劇場が22である（Bundestheater-
Holding 2013）。
これに対して，ミュージカル・プロダクションの場合，基本的には投資家の支援を受けて29，公
演ごとに従業員が雇用される。しかも数か月からそれ以上の長期間，ひとつのミュージカル作品
（の演出）のみがもっぱら上演されるか，あるいは上演ごと/一部の上演要素（例えば，脚本や音楽，
演出など）が初演地とは別の劇場に輸出される（例えば，ヨーロッパの大手ミュージカル制作運営
機関のステージ・エンタテインメントでは，制作した公演を，ヨーロッパ各地の26に及ぶ所有劇
場で順次上演することによって，大規模な制作費用をあとから賄っている30）。またチケットの価
格も比較的高額になる傾向にある31。
ヴィーン劇場協会の場合は，これら両者の中間にあるような仕組みである。協会傘下の劇場は専
属のアンサンブルを持たず，オペラもミュージカルも，公演ごとに演者およびオーケストラを雇用
し，ひとつの演目が数か月間上演される32。その一方で，市からの公的助成の 7 割以上が，傘下の
劇場の運営維持費，および，オペラ部門とミュージカル部門の制作部や，企業管理・運営を担う各
部門の人件費に充てられている。上演権の輸出も収入の一部だが，1995年から2007年までの海外
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図 ヴィーン劇場協会の収支の推移（）
図 ヴィーン劇場協会 収入の推移（）
収入（図 21）が不安定なのに対し（2010年と2011年は助成金も削減され
ている），支出（図22）は常に増加している。
図 ヴィーン劇場協会 支出の推移（）
Kontrollamt der Stadt Wien 2007, S. 15; Kontrollamt der Stadt Wien 2008,
S. 80; Kontrollamt der Stadt Wien 2013, S. 9; Kunst- und Kulturbericht,
Frauenkultur bericht der Stadt Wien 2006, 2007, 2008, 2009, 2010, 2011 2012
を参照，引用者作成。
事業が生んだ利益は924万ユーロとそう多くなく，しかもそのうちの大半は協会の海外事業部門
（当時の名称は文化マネジメント・イベント企画社）内での赤字の補填に充てられた（Kontrollamt
der Stadt Wien 2008, S. 94f）。採算性を見ると，ヴィーン劇場協会全体では 5 割前後，海外事業
を担当するミュージカル部門では 5 割をつねに超えるが，協会全体の人件費が約3000～4000万
ユーロ（総支出の約 5～6 割に該当，図 2 参照）であることに鑑みれば，海外事業による収入は決
して十分とは言い切れない。協会が拡大の一途を辿り，人件費が膨れ上がっていくのならば尚更
だ。実際のところ，海外事業の展開は，ミュージカルという分野におけるヴィーンの地位を高めは
したが，ヴィーン劇場協会の経済的な自立を支えるには足りず，加えて，公的助成の取り決めの
際，市からの心証が悪くなるという厄介な問題すら起こしていた（ibid.）。言ってしまえば，助成
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頼みにならざるを得えないヴィーン劇場協会が，さほど有益ではない海外事業から〈地産地消〉に
転じたのは，当然の成り行きだった。
ただし，こうした方針転換をしたとはいえ，今日，ヴィーン劇場協会が不安定な立場にあること
は想像に難くない。協会ホームページに掲載された最新の企業概要では，協会が責任を負うべき 3
つの対象が，「観客からの極めて特別な期待」，「地域的かつ汎地域的な経済生活」，「ヴィーンの文
化的アイデンティティと市外に向けたメッセージ」（VBW 2018）とされている。このことからも，
国際市場の求める要件と市内からの需要，双方を満たすことがヴィーン劇場協会の目下の課題であ
ることは明白である。一方で，協会の方針は現在〈地産地消〉に傾きつつあり，国際化の戦略は，
新作ではなく過去の作品の輸出によってのみ達成されている現状である。さらに2018年，市政権
が改まったことで市文化参事マイラート＝ポコルニーによる18年間の文化政策に終止符が打たれ
た。現状の文化営為が今後どのように保たれるのか，あるいは改められるのか。答えについては今
後の推移を注視するほかない。
. 結論
以上，本稿では，1987年にオーストリア連邦共和国の首都ヴィーン市に設立され，2006年に構
造改革を行った劇場運営機関ヴィーン劇場協会に着目し，その運営方針と文化政策的背景との関係
を追ったが，記述は協会成立の前史から，すなわち第二共和国の成立時から始め，ここで改めて整
理しよう。
1945年から1960年代にかけて，ヴィーン市は，文化的伝統の継承と維持という，戦後オースト
リアの文化政策の要として位置付けられ，市内に位置する大劇場もこの目的のもとで運営された。
その核には，帝国が過去に所有し，第一共和国から国有となった連邦劇場があったが，第二次世界
大戦終結直後はこれに加え，実際の公演地となったテアーター・アン・デア・ヴィーン（のちのヴ
ィーン劇場協会の基礎）も，娯楽を提供する私有劇場という従来の立場ではなく，公的な文化営為
の場のひとつとしての役割を務め，さらに1962年以後は市を挙げてのフェスティバルの会場とし
て位置付けられた。オーストリアを代表する文化営為の場としての責務をつねに求められる連邦劇
場とは異なり，テアーター・アン・デア・ヴィーンの場合，決定権の多くは市に委ねられるもの
の，フェスティバルに干渉しない程度で経営の改善に向けて公演内容を刷新することが可能だっ
た。他方，のちにヴィーン劇場協会に加わる他の二劇場，ライムントテアーターとローナッハは，
テアーター・アン・デア・ヴィーンとは異なり，戦前の運営方針を維持し続け，まったく別個に運
営されていた。
1970年から2000年までの間のヴィーン市は，市場経済の強化を促そうとする社会的な潮流の中
で市立企業の運営を徐々に効率化していき，この流れの中で，1987年，ヴィーン劇場協会が設立
された。まもなく連邦劇場とヴィーン劇場協会がそれぞれ私営化されたが，連邦劇場が，国営でな
くなってもなお，もっぱら連邦の文化政策執行機関として機能したのに対し，ヴィーン劇場協会は，
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1960年代にいったん強化された文化的伝統を新たな市場的価値（＝ヴィーン発ミュージカル）の
創出に利用することを目指した。事実，協会は，ミュージカル公演の制作・運営・輸出を通じて，
ヴィーン市の雇用創出と観光業の活性化に寄与していた。当時のヴィーン市が文化経済戦略を掲げ
ていたことも手伝って，1997年，協会は市の重要な文化産業のひとつとして認められるに至った。
ただし，2001年，ヴィーン市が方針を転換し，文化営為の自立化ではなく文化振興の強化を目
指したことにより，ヴィーン劇場協会も―表向きの理由は，テアーター・アン・デア・ヴィーン
の開場250周年を機に，劇場の文化史的価値を再検討した，というものだったが―再編を余儀な
くされた。設立以来，経営の規模を拡大し続けてきた協会は，いまや市政にとって放置しがたい文
化営為であり，しかも，市からの高額な助成を少しでも減らされては立ち行かない半官半民の企業
でもあった。実際，ミュージカルの制作と輸出は，国際市場におけるヴィーンの地位を高めはした
が，協会全体の経営を支えうる程度の収入は期待すべくもなかった。それどころか，海外事業で生
じた中途半端な収益を外部から過大評価され，今後の公的助成を得られなくなる危険性もあった。
ヴィーン劇場協会は今日もなお，ヴィーン内外の文化政策的使命の遂行を掲げてはいる。ヴィーン
市政もそれを大いに認めている。だが近年の協会は，莫大な公的助成の確保のために，海外展開で
はなく，もっぱら市内での成功を目指した運営を指向していると言って差し支えないだろう。
このように，ヴィーン劇場協会は，公と私，双方の特性を帯びながらも，その時々の国際的な成
功を通して，あるいは市の文化政策に応じて，両者の割合を変化させていった。言い換えれば，協
会の有する劇場それぞれの文化史的価値，協会の経営状態および経営陣の意図，ヴィーン市の文化
政策および経済戦略，そして〈音楽の都〉という市のイメージといった複数の要因が相互干渉する
ことで，協会の独特な文化営為を生み出すための枠組みが形作られていった。そして，このような
様相を，ヴィーンの外の事例と比べてみると，強固な公的支援を受けたオペラハウスや，まったく
の営利目的で経営されるミュージカル劇場（または運営会社）はあれど，それらの中間の形態を，
しかもこれほど長期的に維持し続けた例は，他に類を見ない。ヴィーン劇場協会はいわば，ヴィー
ン市内でレギュラーかつイレギュラーであり続けた点で特異であり，そしてその形成と展開には，
市の文化政策という地域的な要因が，長く影を落としているのである。
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